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2026年8月25日 ミャンマー育成就労制度レポー
ト 

― 日本・ミャンマー間のMOC締結情報と今後の見通し ― 

■ 新たに入った現地情報 
2026年8月、ミャンマーの送り出し機関関係者から、日本とミャンマーの間で「育成就労制度」に関す
る協定が締結されたとの情報が入りました。 

現地送り出し機関によると、ミャンマーのエージェンシー協会の会議において、日本・ミャンマー間で

育成就労制度に関する協定書が締結された旨が報告され、育成就労制度を通じた人材送り出しを

希望するエージェンシーに対して、ミャンマー労働省へ申請するよう指示が出されたとのことです。 

今後、ミャンマー労働省による審査を経て、日本側の関係機関から送出可能なエージェンシーのリス

トが公表されれば、育成就労制度によるミャンマー人材の送り出しが具体化する見通しです。 

■ 2026年8月25日時点の日本側公表状況 

一方、日本側の出入国在留管理庁および外国人技能実習機構（OTIT）の公表情報では、2026年8
月25日時点で、ミャンマーとの育成就労に関するMOCや、ミャンマーの育成就労制度向け認定送出
機関リストはまだ掲載されていません。 

したがって現時点では、 

「日本・ミャンマー間のMOC締結について、ミャンマー側関係者から具体的な情報が入っているが、
日本側の正式公表を待っている段階」 

と整理するのが適切です。 

ただし、今回現地から共有された、 

1.​ MOC締結 
2.​ ミャンマー労働省への送出機関申請 
3.​ ミャンマー政府による審査 
4.​ 日本側での送出機関リスト公表 



5.​ 育成就労人材の送り出し開始 

という流れは、日本の育成就労制度における送出機関認定の仕組みと整合しています。 

そのため、今後日本側の公式発表が行われる可能性は十分にあると考えられます。 

■ MOCが正式確認された場合の意味 

今回のMOC締結が日本側でも正式に確認された場合、ミャンマー人材の育成就労については大き
な前進となります。 

これまでは、 

「ミャンマー国籍者が制度上除外されているわけではないが、MOCや送出機関制度が未整備のた
め、正式な受入れ開始は確定していない」 

という状況でした。 

MOCが成立した場合、この段階から、 

「ミャンマー人材を育成就労制度で送り出すための実務準備段階」 

へ移行したと考えることができます。 

ただし、MOC締結だけで人材をすぐに送り出せるわけではありません。 

■ 今後想定される手続き 

まず、ミャンマー側では、育成就労制度に対応することを希望する送り出し機関が労働省へ申請しま

す。 

その後、ミャンマー政府による審査・選定を経て、日本側へ対象送出機関の情報が提出されると考

えられます。 

日本側では、外国人技能実習機構等から暫定または認定送出機関リストが公表されることが想定さ

れます。 

リスト掲載後は、日本側の受入企業、監理支援機関、送り出し機関が連携し、育成就労計画の作

成・認定、在留資格手続き、人材教育などを進めることになります。 

 



■ 日本では2027年4月から育成就労制度が開始 
育成就労制度は、技能実習制度を発展的に解消し、「人材育成」と「人材確保」を目的とする新しい

外国人材受入れ制度です。 

2027年4月1日から施行され、原則3年間の育成就労を通じて、特定技能1号の技能水準まで人材を
育成することが基本的な制度設計となっています。 

従来の技能実習制度と比較すると、本人意向による転籍制度、日本語教育、キャリア形成、適正な

労務管理などがより重視されます。 

そのため、企業側にも単なる人員確保ではなく、 

・技能教育​
・日本語教育​
・生活支援​
・適正な労務管理​
・相談体制​
・特定技能への移行支援 

まで含めた人材育成体制が求められます。 

■ ミャンマー人材を育成就労で受け入れられる可能性 

MOC締結と送出機関リストの整備が正式に確認されれば、ミャンマー人材を育成就労制度で受け
入れるための制度的な道筋は大きく前進します。 

特に女性人材については、現在も男性ほど厳しい海外就労制限が課されていないため、制度整備

後は比較的早い段階で送り出しが進む可能性があります。 

一方、男性については、徴兵制度や18歳～35歳の海外就労規制、OWIC発行、出国前承認などの
影響が残っています。 

したがって、育成就労制度の対象国になったとしても、 

「育成就労の在留資格が取得できること」 

と 

「ミャンマーから実際に出国できること」 

は別の問題として考える必要があります。 



■ ミャンマー側で残る主な課題 

育成就労制度が利用可能になった後も、ミャンマー側では次の手続きが必要になると考えられま

す。 

・求人・雇用契約の承認​
・パスポートの取得​
・OWICの取得・更新​
・出国前承認​
・徴兵対象年齢との確認​
・送り出し機関ごとの申請枠​
・給与の正式ルートによる送金​
・空港での最終出国審査 

したがって、日本側制度が整ったとしても、ミャンマー側の海外就労・出国制度の影響によって、採用

から入国までの期間が大きく変動する可能性があります。 

■ 今、日本企業が準備すべきこと 

正式な送出機関リストの公表を待ってから準備を開始すると、制度開始時の受入れに間に合わない

可能性があります。 

そのため、現段階から次の準備を進めることが有効です。 

・自社が育成就労の対象分野に該当するか確認する​
・必要人数と受入れ時期を検討する​
・候補者に必要な日本語水準を決める​
・技能教育内容を設計する​
・受入れ後の住居・生活支援体制を準備する​
・特定技能1号への移行を前提としたキャリア設計を行う​
・ミャンマー側送出機関の認定状況を継続確認する​
・候補者を早期に募集・教育する 

特に初年度は大量採用を前提とせず、小規模な受入れから始め、送り出しと受入れ双方の運用を

確認しながら拡大する方法が現実的です。 

■ 「日本への送り出し」と「ミャンマー国内活用」の両輪 

今後のミャンマー人材戦略で重要なのは、育成就労による日本への送り出しだけに依存しないこと

です。 

日本国内では、育成就労や特定技能によって介護、製造、建設、外食などの現場人材を確保する。 



一方、ミャンマー国内では、日本語やデジタルスキルを持つ人材を育成し、 

・BPO​
・KPO​
・AIアノテーション​
・AI学習データ作成​
・AI品質評価​
・CAD​
・経理・会計​
・Web運用​
・システム開発 

などの業務を日本企業向けに提供する。 

この二つを組み合わせることで、日本国内の人材不足と、ミャンマー側の送り出し制度変更の双方

に対応することができます。 

■ ACSの考え方 

当社は、ミャンマー人材を単に「日本へ送り出す人材」として捉えていません。 

日本で働く人材と、ミャンマー国内から日本企業を支える人材の双方を育成することで、より持続可

能な人材基盤を構築できると考えています。 

育成就労制度による日本国内での人材活用と、ミャンマー国内でのBPO・KPO・AIオペレーションを
組み合わせることで、 

「日本 × ミャンマーのハイブリッド人材戦略」 

を構築することが可能になります。 

今後、ミャンマーの送出機関リストが正式に公表された段階で、対象分野、候補者教育、受入企業と

のマッチング、入国までの具体的なスケジュールを改めて整理していく必要があります。 

 

 

■ 現時点での結論 



2026年8月25日時点では、日本側の公式サイトでミャンマーとの育成就労MOCおよび認定送出機
関リストはまだ確認できません。 

しかし、ミャンマー側の送り出し機関関係者から、MOC締結と労働省への送出機関申請開始に関す
る具体的な情報が入っていることから、育成就労によるミャンマー人材送り出しは、従来の「可能性

を検討する段階」から「実務開始に向けた準備段階」へ進みつつある可能性があります。 

今後注目すべきポイントは、 

1.​ 日本側でのMOC正式公表 
2.​ ミャンマーの暫定・認定送出機関リスト公表 
3.​ ミャンマー側の求人・OWIC・出国前承認ルール 
4.​ 男性の海外就労制限の運用 
5.​ 実際の第1陣の送り出し時期 

です。 

ACSとしても正式発表を待つだけではなく、制度開始を見据え、人材募集、日本語教育、技能教育、
受入企業開拓を先行して進める価値がある段階に入ったと考えています。 

※本稿は2026年8月25日時点の日本側公表情報と、ミャンマー現地送り出し機関から共有された情
報を基に整理しています。日本・ミャンマー間のMOCおよび送出機関については、日本側関係機関
による正式公表を確認後、内容を更新する予定です。 

 


	2026年8月25日 ミャンマー育成就労制度レポート 
	― 日本・ミャンマー間のMOC締結情報と今後の見通し ― 
	■ 新たに入った現地情報 
	■ 2026年8月25日時点の日本側公表状況 
	■ MOCが正式確認された場合の意味 
	■ 今後想定される手続き 
	 
	■ 日本では2027年4月から育成就労制度が開始 
	■ ミャンマー人材を育成就労で受け入れられる可能性 
	■ 今、日本企業が準備すべきこと 
	■ 「日本への送り出し」と「ミャンマー国内活用」の両輪 
	■ ACSの考え方 
	 
	 
	■ 現時点での結論 


